
３．中小企業の生産性向上に資する税制の実現
• 商業地等に係る固定資産税等の軽減措置の継続・拡充、法人事業税・法人都民税の超過課税撤廃 …等

・・・新規項目

１．東京の未来を切り開く起業・創業の促進
• 経営基盤が脆弱な創業初期の企業に対する成長性・将来性に重点を置いた資金供給
• 創業初期企業の販路開拓やビジネスマッチングに対する支援（展示会出展費用の助成や産業交流展での創業企業
ブースの創設、創業初期企業と取引した場合のインセンティブの導入）

• 中小企業支援機関等の創業支援を受けた創業者に対する創業５年間の法人事業税や法人都民税減免措置の創設
• アントレプレナーシップ醸成、キャリア教育の一助となる起業家教育の促進

２．地域を支える中小企業・小規模事業者対策の推進
• 「中小企業活力向上プロジェクト」など、中小企業・小規模事業者の経営力強化施策の継続的な運用
• 商工会議所が実施する小規模企業対策に対する安定的な予算確保
• 地域持続化支援事業（拠点事業）の安定的・継続的な予算確保
３．円滑な事業承継の促進
• 事業承継やＭ＆Ａに係わる手続費用の助成制度の創設
• 計画的な事業承継に向けたフォローアップ推進、早期の事業承継に向けて「気付き」を与えるＰＲ強化
• 特別区を中心として、地域金融機関、支援機関が連携し、地域全体での事業承継対策の促進
• 次世代でのさらなる成長に向けた後継者、および幹部候補育成の強化、事業磨き上げ支援（事業承継塾の推進等）
• 地域や業界に必要な中小・小規模事業者の株式を取得する事業承継ファンド等の創設、および買収側企業と協調し
て一定割合を取得する仕組みの構築

２．中小企業の人手不足解消、および人材育成を通じた生産性向上に対する支援
（１）中小企業の人材確保支援
• 中小企業の魅力発信、インターンシップ関連事業の強化（インターンシップ支援事業における支援対象業種、および
受入対象とする学生の拡大、デュアルシステムの推進等）

• 中小企業の合同会社説明会への参加や就職情報サイト掲載に向けた、民間事業者との連携や中小企業への支援
• 多様な人材の活躍推進に向けて、ソフト・ハード両面で環境整備を行う中小企業への支援拡充
• 外国人材（留学生、高度人材等）の中小企業の就職・定着およびマッチングの支援
（２）産業人材の育成
• 「第１０次東京都職業能力開発計画」に基づいた、人材の能力向上に資する施策の着実な実施、職業能力開発センター等の機能拡充
• 若者への技能・技術の継承の強化（熟練技能者の企業派遣制度の創設等）

１．技術力の向上や新たなビジネスモデル構築により、生産性向上を後押しする施策の強化
（１）生産性向上に対する支援
• 経営力向上に向け、生産性向上に取り組む中小企業に対する設備投資、および業務システムやソフト導入など、ＩＣＴ化に対する支援
• 「東京都生産性革新スクール」を通じた生産性向上中核人材の育成促進、および対象業種拡大に向けたカリキュラム拡充
• ＩｏＴやロボット、医療分野などの最先端・成長分野に対する中小企業の取り組みの後押し、専門人材の育成、活用・・等
（２）新製品や新サービス開発に対する支援
• 企業の設備投資を後押しする「革新的事業展開設備投資支援事業」の継続、および拡充
• 新製品・新技術開発から事業化に向けた支援事業の強化
• 「ニューマーケット開拓支援事業」におけるマーケティング戦略策定支援の取り組み推進
• オープンイノベーションなど企業間や産学公連携の推進強化（シーズとニーズのマッチングや事業化に長けたコーディ
ネーターの育成やコーディネート企業の発掘・支援等） ・・・等

（３）販路開拓の後押し
• 「ビジネスチャンス・ナビ２０２０」のさらなる活用、本サイトを契機とした取引拡大に対する支援
• 中小企業のビッグデータ活用に向けた支援
• 販売チャネルの多様化に対応し、新たなツールを活用する事業者等への支援（ＥＣサイト構築、マーケティング支援等）
（４）国際展開支援
• 現地企業とのマッチング強化、および海外展示会の積極的活用や出展に向けた支援（費用補助、コンサルティング等）
• 知的財産に関する助成事業の助成額引上げ・拡充、広域首都圏輸出製品技術支援センター（ＭＴＥＰ）の利活用促進
• ＣＥマークなど海外での販売に必要な規格・基準など規格・基準の認証取得に向けた技術支援、認証取得費用の補助制度の創設 ・・・等

１．国際競争力強化に向けた着実なインフラの整備
• 国家戦略特区を活用した国際的ビジネス環境の整備、まちのにぎわい創出
• 陸・海・空の交通ネットワーク強化（外環道および幹線道路の整備、東京港の整備促進、羽田空港の更なる機能強化等）
• 高度防災都市の実現（耐震化推進や木密地域の早期解消、帰宅困難者対策の推進等）、インフラ老朽化対策
• 円滑な物流の確保（荷捌きスペースの確保、駐車規制緩和区間の拡大、物流拠点の再整備・機能更新等）

２．世界に冠たる観光都市実現に向けた取組の加速、活力あるまちづくりの推進
• 観光資源の磨き上げと広域連携強化（まち歩き環境整備、コンテンツ産業振興、広域周遊ルート・地方連携強化、東北観光復興等）
• 観光を基幹産業へ育てる取組の加速（観光需要獲得、宿泊施設多様化、生産性向上・観光人材育成、ＭＩＣＥ誘致の促進等）
• 旅行者が快適に観光できる環境整備（空港・港機能強化、通信環境整備、多言語対応充実、危機管理体制、バリアフリー等）
• 商店街の環境整備の支援、および任意団体の法人化推進

３．２０２０年オリンピック・パラリンピック東京大会に向けた情報発信の強化
• ２０２０年大会に関連するイベント情報、および施策情報や準備状況に関する情報の発信

東京都の中小企業対策に関する重点要望＝概要＝

Ⅲ．日本の持続的な成長を牽引する東京の国際競争力強化

２０１７年６月９日
東京商工会議所

Ⅰ．都内ＧＤＰ１２０兆円達成に向けた中小企業の成長の後押し

Ⅱ．創業、事業承継など企業の成長ステージに応じた支援策の強化
 生産性向上などの共通課題の他、創業期や成熟期、事業承継期など成
長ステージによって、中小企業の抱える課題は異なる。

 各成長ステージに適った支援体制や施策を分かり易く、体系的に充実
させ、中小企業の経営力の底上げを図るべき。

Ⅰ．都内ＧＤＰ１２０兆円達成に向けた中小企業の成長の後押し
 中小企業の人手不足が慢性的になる中、都内人口も２０２５年にはピークを迎え、
さらに厳しい状況が続くと予想される。労働生産性を高め、状況を打開するととも
に、都が新たな目標とした「都内ＧＤＰ１２０兆円」の達成に向け、中小企業の成
長をさまざまな形で後押しする必要がある。

（n=2,405）

1.638.759.7割合（％）

取組んでいる 無回答取組んでいない

45.6 

39.5 
34.5 

31.2 

21.0 
18.5 

9.0 8.8 8.7 
4.2 

0

10

20

30

40

50

導
入
の
た
め
の

費
用
が
高
い

Ｉ
Ｃ
Ｔ
活
用
の
知
識
が

経
営
層
・管
理
職
層
に
不
足

Ｉ
Ｃ
Ｔ
活
用
の
推
進
役

と
な
る
社
員
が
い
な
い

導
入
す
べ
き
事
業

・業
務
が
な
い

情
報
保
護
の

セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
面
が
不
安

現
状
の
Ｉ
Ｃ
Ｔ
環
境
で

十
分
で
あ
る

Ｉ
Ｃ
Ｔ
化
以
外
の

方
法
に
取
組
む

相
談
、
提
案
を

し
て
く
れ
る
先
が
な
い

自
社
だ
け
導
入
し
て
も

意
味
が
な
い

新
た
な
Ｉ
Ｃ
Ｔ
投
資
を

す
る
考
え
は
な
い

（n=930）

1258
1316 1352 1385 1398 1394 1375 1346 1312 12741258
1316

1333 1336 13271308 1280 1242 1202
1156

2005 2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050
東京都 東京都（前回）

＜深刻な人手不足＞
中小企業の人手不足は6割で深刻な状況が続く（図１）。
東京都人口は２０２５年にピークを迎え、その後減少すると
みられ（図２）、早急な対策が必要

＜生産性向上に向けた取組＞
人手不足の解決策として、ＩＣＴを活用した生産性
向上が求められるが、費用面や専門人材の不足
により進まない中小企業も多い（図３，４）

＜円滑な事業承継＞
経営者の年齢構成はこの２０年で約２０歳上昇。円滑
な事業承継は急務

２０２０年、そして２０２０年以降の東京の未来に向けた中小企業の活力強化を

①誰もが安心して暮らし、希望と活力を持てる東京
②成長を生み続けるサスティナブルな東京
③日本の成長エンジンとして世界の中で輝く東京
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都内ＧＤＰ１２０兆円
訪都外国人旅行者数 2500万人
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Ⅱ．創業、事業承継など企業の成長ステージに応じた支援策の強化

Ⅲ．日本の持続的な成長を牽引する東京の国際競争力強化
 東京が日本経済の成長エンジンとして牽引していくためには、世界から
資金・人材・情報を呼び込む魅力ある都市づくりが必要。

 2020年東京オリンピック・パラリンピックを契機とした国際競争力強化
とともに、大会以降の持続的な成長に向けたまちづくりに取り組むべき

【図１：人員の過不足状況】

【図２：東京都の人口推計】

【図３・４：ICT化に向けた取組み状況と取組みが進んでいない理由】

都内中小企業の現状と取り巻く環境について 東京都「２０２０年に向けた実行プラン」概要

【参照】東京都「２０２０年に向けた実行プラン」
図１、５～６：東京商工会議所「中小企業の経営課題に関するアンケート（2017年1月）
図２：総務省国勢調査より東京都作成
図３・４：日商「人手不足に関するアンケート調査」（2016年6月）
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【図５・６：承継する時期の目安と後継者の検討状況】
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